
 

 
 

事務事業名 指定管理者制度運用事務 事業コード 1660 

所属コード 124000 課等名 行政経営課 係名  

課長名 山本 英朝 担当者名 佐藤 雄一 内線番号 3842 

評価分類 ■ 一般  □ 公の施設  □ 大規模公共事業  □ 補助金  □ 内部管理 

 

１ 事務事業の基本情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 概要（旧総合計画体系における位置づけ） 

総合計画 

体系（旧） 

施策の柱 信頼される質の高い行政 コード ８ 

施策 計画的で効率的な行政運営の推進 コード ２ 

基本事業 行政改革の推進 コード ２ 

予算費目名(H26) 一般会計 ２款１項６目 自治体経営推進事務（013-02） 

特記事項(H26)  

事業期間 □単年度  ■単年度繰返  □期間限定複数年度 開始年度 年度 

根拠法令等(H26) 地方自治法244条の２，第二次盛岡市自治体経営の指針及び実施計画，公の施

設の指定管理者制度導入に関する基本的な考え方 

 

(2) 事務事業の概要 

  公の施設の指定管理者制度の運用を行うもの。同制度を採用している公の施設の管理運営に，

市民・利用者の意見を汲み入れるほか，関係部署との連絡調整を図りながら，同制度に係る全

庁的な方針や具体的な取組の工程等を定め，その進行を管理する。 

 

(3) この事務事業を開始したきっかけ（いつ頃どんな経緯で開始されたのか） 

  平成15年６月の地方自治法改正により指定管理者制度が創設され，各自治体は，公の施設に

ついて，直営による管理か指定管理者による管理かを選択する必要が生じた。これに基づき当

市では，平成16年度に盛岡市行財政構造改革の方針及び実施計画を策定する際に，市が設置す

るすべての施設について指定管理者制への移行の可否を検討し，同計画で方向性を定めた。 

 

(4) 事務事業を取り巻く現在の状況はどうか。(3)からどう変化したか。 

当制度は細部にまで制約があるものではなく，採用する自治体の裁量に委ねられる部分が大

きい制度であり，平成18年度の本格導入から丸８年が経過し，指定管理者制度の定着が図られ

てきている一方で，指定管理者に起因する理由により平成22年度には２施設，25年度には２施

設の取り消しを行う等，新たな事例も生じている。 

このほか，第三者評価結果では制度課題として，指定管理者のサービスの質の向上を図るた

めの目標数値の設定や，指定管理者のノウハウを最大限に引き出すためのサービス水準の明確

化を図る必要があること等が提起されている。 

 

 

 

（平成 26年度実施事業） 



 

２ 事務事業の実施状況（Do）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 対象（誰が，何が対象か） 

Ａ 指定管理者制度導入予定施設数 

Ｂ 指定管理者制度導入施設 

Ｃ 指定管理者制度導入（予定を含む）施設を所管する課等 

 

(2) 対象指標（対象の大きさを示す指標） 

 
(3) 26年度に実施した主な活動・手順 

・ 指定管理手続きに係る全庁的なスケジュール管理 

・ 第三者評価の実施 

・ モニタリングの本格実施 

  ・ 「指定管理者制度導入の基本的考え方と運用の手引き」の策定 

 

(4) 活動指標（事務事業の活動量を示す指標） 

 

(5) 意図（対象をどのように変えるのか） 

指定管理者制度導入施設について，運営状況を把握・評価し，所管課及び指定管理者に対し

て情報提供・助言等を行うことにより，効果的・効率的な管理運営を確保する。 

指定手続きを行う施設について，市民・利用者の意見を反映させ，かつ，透明性・公平性を

確保しながら，円滑に指定手続きを進める。 

 

(6) 成果指標（意図の達成度を示す指標） 

指標項目 単位 
23年度 

実績 

24年度 

実績 

25年度 

実績 

26年度 

見込み 

26年度 

実績 

A 指定管理者制度導入予定施設数 施設 ６ １ 9 2 2 

B 指定管理者制度導入施設 施設 218 224 225 229 229 

C 指定管理者制度導入（予定を含む）施設を所管する

課等 

課等 25 25 24 25 25 

指標項目 単位 
23年度 

実績 

24年度 

実績 

25年度 

実績 

26年度 

目標値 

26年度 

実績 

A 指定手続に係る指定管理者部会開催回数 回 3 3 6 3 4 

B 各所管課等で公募により手続を実施した施設数 施設 7 3 72 6 5 

C 各所管課等で非公募により手続を実施した施設数 施設 5 11 100 7 5 

指標項目 性格 単位 
23年度 

実績 

24年度 

実績 

25年度 

実績 

26年度 

目標値 

26年度 

実績 

A 工程に従い方針等を策定・決定した数 ■上げる 

□下げる 

□維持 

件 2 1 6 1 1 

B 工程に従い指定管理者制度に移行し

た施設の数 

□上げる 

□下げる 
施設 2 4 2 7 8 



 

 
(7) 事業費 

項目 財源内訳 単位 
23年度 

実績 

24年度 

実績 

25年度 

実績 

26年度 

計画 

26年度 

実績 

0 ①国 千円 0 0 0 0 0 

②県 千円 0 0 0 0 0 

③地方債 千円 0 0 0 0 0 

④一般財源 千円 601 601 373 2,046 2,046 

⑤その他（       ） 千円 0 0 0 0 0 

A 小計 ①～⑤ 千円 601 601 373 2,046 2,046 

人件費 ⑥延べ業務時間数 時間 1,500 1,500 2,000 1,500 1,500 

B 職員人件費 ⑥×4,000円 千円 6,000 6,000 8,000 6,000 6,000 

計 トータルコスト A＋B 千円 6,601 6,601 8,373 8,046 8,046 

備考 

 

 

３ 事務事業の評価（See）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 必要性評価（評価分類が「内部管理」の事務事業は記入不要） 

① 施策体系との整合性 

  当制度は民間の創意工夫・ノウハウ等を活かし，サービスの向上と運営の効率化を図ること 

を目的としたものであり，現在は盛岡市行財政構造改革の方針及び実施計画の流れを引継いだ 

第二次盛岡市自治体経営の指針及び実施計画に基づいて実施しているものであることから，上 

位の基本事業（行政改革の推進）の目的に結びついている。 

 

② 市の関与の妥当性 

  公の施設の管理運営の責任は，最終的には市が負うべきものであり，そのための制度構築， 

運用は市が実施するべき事業であることから，市の関与は適切である。 

 

③ 対象の妥当性 

  指定管理者制度の対象は，地方自治法第 244条に定める公の施設であって，道路法，河川法 

等個別の法律により管理主体が限定されていない施設であり，当制度導入時点において，導入 

について可能な施設は全て指定管理者制度へ移行することとした。よって，公の施設の担当課 

等を含む現状の対象範囲は，意図の達成のために妥当である。 

 

④ 廃止・休止の影響 

  指定管理者制度導入を廃止・休止することは，施設を直営で管理することを意味するもので 

あり，効率的な行政経営を図る上で支障がある。また，運用事務について総合調整しなければ， 

施設を所管する部署によって制度の解釈・運用や進度に格差が生じ，公の施設の管理運営 

■維持 

C  □上げる 

□下げる 

□維持 

      



 

の質を損なうおそれがある。 

 

(2) 有効性評価（成果の向上余地） 

制度導入の成果としては，仕様書の内容を質的に上回る業務を行っている施設があること（24

年度の第三者評価結果による），制度導入移行後，導入施設の経費総額は直営時代よりも低額で

運営されていること，等が挙げられる。 

サービスの質の向上については，各指定管理者が創意工夫を図っているところだが，市とし

ては情報交換会等を通じた成功事例や課題解決事例の情報提供を行うことで，成果の向上を図

ることができると考える。 

このほか，当初想定していなかった事態や判断に迷う事態に対しては統一した対応を行うこ

とによって，また，実施した業務内容を評価すること等によって，施設の管理運営の質がさら

に向上することが見込まれる。 

 

(3) 公平性評価（評価分類が「内部管理」の事務事業は記入不要） 

  特定の受益者はいない。 

 

(4) 効率性評価 

事業費は，会議資料等作成に係る消耗品費と第三者評価の委託料であるが，いずれも事務相

応分かつ実績に基づくものであり，削減の余地はない。人件費については，２名が分担して従

事しているが，定例の業務のほか，当初想定していなかった事態や判断に迷う事態への対応等，

予測できない要素も含んでいるため，削減の余地はない。 

 

４ 事務事業の改革案（Plan）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

(1) 概要（新しい総合計画体系における位置付け） 

総合計画 

体系（新） 
施策（方針） 市民参画や協働によるまちづくり コード 101 

小施策（推進項目） 民間委託，指定管理者制度等の活用 コード 101-2 

 

(2) 改革改善の方向性 

・ 自己評価や第三者評価の結果のほか，モニタリングの本格実施を通じて管理運営業務の改

善を図る。 

・ 指定管理者間の意見交換・情報交換等の場を設け，指定管理者制度の運用面での課題，解

決方法等の共有を図る。 

・ 必要に応じて市内部の担当者を対象とし，勉強会の実施や情報提供を行う。 

・ 長期的な視野に立った事業計画の策定，専門的知識・技能を有する人材の確保・育成など

の面から施設の特性に応じた指定期間を設定し，より効果的な施設の管理運営につなげる。 

 

(3) 改革改善に向けて想定される問題点及びその克服方法 

・ これまでの振り返りや他市の事例を参考にしながら課題を整理する。 
・ モニタリングや評価が適切に実施されるよう，関係課等との連携強化を図る。 

・ 施設の種類が多種多様であるが，事前アンケート等によって共通課題の選定を工夫する。 

・ 指定期間の長期設定，延長方式の導入に向け，総括評価の仕組みを検討し，評価との連動

  



 

により行う。 

 

５ 課長意見・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

((1) 今後の方向性 

□ 現状維持（従来どおりで特に改革改善をしない） 

■ 改革改善を行う（事業の統廃合・連携を含む） 

□ 終了・廃止・休止 

 

(2) 全体総括・今後の改革改善の内容 

 ・ 平成26年度に策定予定であった総括評価について早急に検討を行い，ア 制度導入の検 

討，イ 指定期間の長期設定施設における中間評価への活用及びウ 指定期間延長への活用

について目指す方向性を決定する。 

・ モニタリングや設置者評価が未だに定着していないことから，民間活力導入ガイドライン

に基づき，施設所管課や指定管理者において趣旨を理解の上運用するよう，連絡会議などを

通じて周知を図っていく必要がある。 

・ 「指定管理者制度導入の基本的考え方と運用の手引き」の策定により，ア マネジメント

システムの活用，イ 指定期間の例外規定の見直し及びウ 指定管理料（上限額）の算定方

法 等について示したが，運用において未だに不明確な部分があることから，関係部署と協

議を継続し施設間において公平な取扱いを行う必要がある。 

 

 

 

 

 


